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〔会社回答〕 

契約社員の働きがいの向上や人材の確保及び定着並びに採用の魅力付け等を目的とし、パートタイ

ム・有期雇用者労働法の施行も踏まえ、処遇の改善を行うものである。 

 

〔会社回答〕 

パワーハラスメントは許されない行為であり、従前より指導・教育を行っているが、法改正によりパワーハ

ラスメントの定義が明確となったことから就業規則等に明文化するとともに、今後もリーフレット等も活用

して社内会議や研修を活用し、全ての社員に周知を図っていく。 

 

〔会社回答〕 

前項同様、特に管理者は職制上優位な立場にあることから、より一層の教育を行っていく。 

 

 

 

〔会社回答〕 

安全衛生委員会については、従前通り労働安全衛生法及び労働安全衛生規則の規定に基づき、

同委員会において適切な取扱いの中で調査審議を行う。 

 

 

〔会社回答〕 

今回の制度見直しに関して社員及び契約社員等に不利益となることはないと考えている。制度改正の

対象となる契約社員等に対しては、その趣旨や内容について説明する。 

 

 


